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があります。 
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１ 貸借対照表（バランスシート：ＢＳ） 

 
年度末（平成 23年 3月 31日）に保有する①資産、②負債、③純資産を表示したものです。 

 
                                       (単位：千円) 

   

負債の部 

 

一般会計 単体ベース 連結ベース 一般会計 単体ベース 連結ベース 

1 金融資産 

資金 

金融資産(資金以外） 

 債権 

 有価証券 

 投資等 

2 非金融資産 

事業用資産 

 有形固定資産 

 無形固定資産 

 棚卸資産 

インフラ資産 

繰延資産 

1,901,135 

  89,557 

1,811,578 

  86,143 

     350 

1,725,085 

25,643,787 

8,802,742 

8,802,742 

    0 

0 

16,841,045 

 0 

2,159,916 

  119,892 

2,040,024 

  311,831 

350 

1,727,843 

28,082,173 

9,516,596 

9,507,418 

803 

8,375 

18,254,836 

310,741 

2,277,428 

  121,397 

2,156,031 

  311,832 

350 

1,843,849 

28,082,173 

9,516,596 

9,507,418 

803 

8,375 

18,254,836 

310,741 

1 流動負債 

未払金、未払費用 

前受金、前受収益 

引当金 

預り金(保管金等) 

公債(短期) 

短期借入金 

その他流動負債 

2 非流動負債 

公債 

借入金 

責任準備金 

引当金 

その他流動負債 

623,586 

0 

0 

44,747 

0 

578,839 

0 

0 

6,264,734 

5,003,810 

0 

0 

1,260,924 

0 

669,430 

12,932 

0 

48,365 

0 

591,170 

16,499 

464 

9,326,807 

8,048,363 

0 

0 

1,275,944 

2,500 

669,436 

12,932 

0 

48,371 

0 

591,170 

16,499 

464 

9,326,807 

8,048,363 

0 

0 

1,275,944 

2,500 

負債合計 6,888,320 9,996,237 9,996,243 

純資産の部 

純資産合計 20,656,602 20,245,852 20,363,358 

資産合計 27,544,922 30,242,089 30,359,601 負債・純資産合計 27,544,922 30,242,089 30,359,601 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 資産：学校、公園、道路など将来の世代に引き継ぐ社会資本や、投資、基金など将来現金

化することが可能な財産 

② 負債：町債（公債）や退職給付引当金など将来の世代の負担となるもの 

③ 純資産：過去の世代や国・道が負担した将来返済しなくてよい財産 

町では、一般会計ベースで 275億円、単体会計ベースで 302億円、連結ベースで 304億円の

資産を形成しています。 

そのうち純資産である 207 億円(一般)、202 億円(単体)、204 億円（連結）については、過

去の世代や国、道の負担で既に支払いが済んでいます。 

負債である 69億円(一般)、100億円(単体)、100億円（連結）については、将来の世代が負

担していくことになります。 

一般会計に比べ、単体や連結ベースにおいて負債が多いのは、水道事業や下水道事業が将来

の使用料収入で資金回収することを前提として町債を活用する仕組みとなっていることに加

えて、償還年限が 30 年程度に及ぶなど普通会計よりも平均して長いことが主な要因です。 
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２ 行政コスト計算書（ＰＬ）(平成 22年 4月 1日～平成 23年 3月 31日) 

 
１年間の行政運営費用（コスト）のうち、福祉サービスやごみの収集にかかる経費など、資産形 

成につながらない、行政サービスに要したコストを①人件費、②物件費、③経費、④業務関連費用、

⑤移転支出に区分して表示したものです。 

 
 

 (単位：千円) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 一般会計 単体ベース 連結ベース 

１ 経常業務費用 

① 人件費 

② 物件費 

③ 経費 

④ 業務関連費用 

2,327,896 

1,022,101 

699,238 

498,365 

108,192 

3,266,718 

1,528,895 

841,322 

710,559 

185,942 

3,371,978 

1,544,023 

871,062 

770,746 

186,147 

２ 移転支出 

① 他会計への移転支出 

② 補助金等移転支出 

③ 社会保障関連費等移転支出 

④ その他の移転支出 

1,398,031 

748,052 

383,138 

256,173 

10,668 

2,379,878 

111,232 

1,999,100 

256,173 

13,373 

2,314,277 

111,232 

1,933,367 

256,187 

13,491 

経常費用合計(総行政コスト) 3,725,927 5,646,596 5,686,255 

１ 経常業務収益 

① 業務収益 

② 業務関連収益 

169,897 

168,951 

946 

939,622 

902,529 

37,093 

1,012,680 

923,424 

89,256 

経常収益合計 169,897 939,622 1,012,680 

純経常費用(純行政コスト) 3,556,030 4,706,974 4,673,575 

① 人件費：職員給与や議員報酬、退職給付費用(当該年度に退職給付引当金として新         

たに繰り入れた額)など 

② 物品費：備品や消耗品、施設等の維持補修にかかる経費や減価償却費(社会資本の    

経年劣化等に伴う減少額)など 

③ 経費：委託料や使用料、手数料、広告料など 

④ 業務関連費用：町債償還の利子、外郭団体の営業外費用など 

⑤ 移転支出：他会計への支出額、補助金等、社会保障給付、他団体への資産整備補   

助金など 

 

 平成 22年度の行政コスト総額は、37億円(一般)、56億円(単体)、57億円（連結）で

す。 

行政サービス利用に対する対価として町民の皆さんが負担する使用料・手数料などの

経常収益は、2億円(一般)、9億円(単体)、10億円（連結）となっています。 

 総行政コストから経常収益を引いた純経常費用（純行政コスト）は、36億円(一般)、

47 億円(単体)、47 億円（連結）となり、この不足部分については、町税や地方交付税

などの一般財源や国・道補助金などで賄っています。 

 単体ベースには使用料等で運営する下水道事業や水道事業が含まれていますので、経

常収益は多くなります。 
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３ 純資産変動計算書（ＮＷ）(平成 22年 4月 1日～平成 23年 3月 31日) 

 

純資産(過去の世代や国・道が負担した将来負担しなくてよい財産)が平成２２年度中にどのよう

に 

増減したかを、（1）財産の変動、(2)資産形成充当財源の変動、(3)その他の純資産の変動に区分し

て表示したものです。    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
                                    (単位：千円) 

 一般会計 単体ベース 連結ベース 

期首純資産残高 20,600,191 19,790,213 19,241,266 

Ⅰ 財源変動の部 

 １ 財源の使途 

① 純経常費用への財源措置 

② 固定資産形成への財源措置 

③ 長期金融資産形成への財源措置 

④ その他の財源の使途 

 ２ 財源の調達 

① 税収 

② 社会保険料(税) 

③ 移転収入 

④ その他の財源の調達 

Ⅱ 資産形成充当財源変動の部 

 １ 固定資産の変動 

 ２ 長期金融資産の変動 

 ３ 評価・換算差額等の変動 

Ⅲ その他の純資産変動の部 

 １ 開始時未分析残高の増減 

177,791 

4,785,461 

3,556,030 

85,861 

503,073 

640,497 

4,963,252 

3,311,447 

0 

428,200 

1,223,605 

869,333 

85,861 

783,472 

0 

▲990,713 

▲990,713 

455,395 

6,288,963 

4,706,972 

378,684 

507,081 

696,226 

6,744,358 

3,311,447 

515,316 

1,336,743 

1,580,852 

961,822 

282,606 

679,216 

0 

▲990,713 

▲990,713 

1,144,622 

6,268,809 

4,673,575 

378,684 

520,324 

696,226 

7,413,431 

3,311,447 

515,316 

1,998,940 

1,587,728 

968,183 

282,606 

685,577 

0 

▲990,713 

▲990,713 

当期変動額合計 56,411 426,504 1,122,092 

当期末残高 20,656,602 20,216,717 20,363,358 

 

 

 

 

(1)  財源の変動：行政コスト計算書に計上されない財源の流出入を表す。 

① 財源の使途：財源を行政コスト計算書に計上されない固定資産形成や長期金融資産     

形成などどのようなものに使ったかを表す。 

② 財源の調達：町税や地方交付税などの一般財源や国・道補助金など行政コスト計算     

書に計上されない財源。 

(2)  資産形成充当財源の変動:財源を将来世代も利用可能な固定資産、長期金融資産にど

の程度使ったかを表す｡ 

    ①  固定資産の変動:当該年度に学校､道路などの社会資本を取得した額と過去に取得

した社会資本の経年劣化等に伴う減少額を表す｡ 

    ②  長期金融資産の変動:基金、貸付金、出資金など長期金融資産の当該年度における

増加と減少を表す｡ 

    ③  評価・換算差額等の変動:固定資産や金融資産の当該年度に発生した評価益や評価

損を表す｡ 

(3) その他の純資産の変動:財源、資産形成充当財源の変動以外の変動を表す｡ 

① 開始時未分析残高:基準モデルにおいて採用される概念です｡新地方公会計適用初   

年度の期首においては､純資産の区分や財源構成が不明確であるため、 

開始時点における純資産を一括して開始時未分析残高として処理する 

ことになっています｡ 

 

 

平成 22 年度においては､純資産は 1 億円(一般)､4 億円(単体)、11 億円（連結）の増減があ

り､年度末には､207億円(一般)､202億円(単体)、204億円（連結）になっています｡ 
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４ 資金収支計算書（ＣＦ）(平成 22年 4月 1日～平成 23年 3月 31日) 

 

１年間の資金の増減を①経常的収支、②資本的収支、③財務的収支に区分し、金額を表示したも

ので、どのような活動に資金が必要であったかを表示しています。 
 

 

 

 

 

 

 

(単位：千円) 

                                             

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 一般会計 単体ベース 連結ベース 

Ⅰ 経常的収支 

 １ 経常的支出 

① 経常業務費用支出 

② 移転支出 

 ２ 経常的収入 

① 租税収入 

② 社会保険料(税)収入 

③ 経常業務収益収入 

④ 移転収入 

Ⅱ 資本的収支 

 １ 資本的支出 

① 固定資産形成支出 

② 長期金融資産形成支出 

③ その他資本形成支出 

 ２ 資本的収入 

① 固定資産売却収入 

② 長期金融資産償還収入 

③ その他資本処分収入 

710,126 

3,257,003 

1,858,972 

1,398,031 

3,967,129 

3,308,810 

0 

230,118 

428,201 

▲356,042 

588,934 

85,861 

503,073 

0 

232,892 

0 

232,892 

0 

1,034,108 

5,069,160 

2,689,282 

2,379,878 

6,103,268 

3,308,810 

305,626 

969,037 

1,519,795 

▲705,206 

1,046,362 

539,281 

507,081 

0 

341,156 

0 

341,156 

0 

1,038,976 

5,748,680 

2,794,536 

2,954,145 

6,787,656 

3,308,810 

305,626 

991,228 

2,181,992 

▲711,574 

1,080,960 

539,281 

541,679 

0 

369,387 

0 

358,840 

10,547 

基礎的財務収支（プライマリーバランス） 354,084 328,902 327,403 

Ⅲ 財務的収支 

 １ 財務的支出 

① 支払利息支出 

② 元本償還支出 

 ２ 財務的収入 

① 公債発行収入 

② 借入金収入 

③ その他の財務的収入   

▲370,659 

697,650 

108,192 

589,458 

326,991 

326,991 

0 

0 

▲411,291 

1,061,982 

177,898 

884,084 

650,691 

650,691 

0 

0 

▲411,297 

1,061,988 

177,904 

884,084 

650,691 

650,691 

0 

0 

当期資金収支額 ▲16,575 ▲82,389 ▲83,894 

期首資金残高 106,132 202,281 205,291 

期末資金残高 89,557 119,892 121,397 

① 経常的収支:行政サービスを行う中で､毎年度継続的に収入､支出されるもの｡ 

② 資本的収支:学校､公園､道路などの資産形成や､投資､貸付金などの収入、支出など 

③ 財務的収支:町債、借入金などの借入､償還など 

平成 22年度は次のことから堅調な行財政運営を行い、将来世代への負担先送り額を減少させ

たことがわかります。 

①経常収支がプラスになっていること。②資本的収支が基金など資産形成を行ったことか

らマイナスになっていること。③町債の新規発行を抑制し返済が進んでいることから財務的

収支がマイナスになっていること。 
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５ 財務諸表の分析 
 

 

（１）町民１人あたりの資産･負債 

 

 一般会計 単体ベース 連結ベース 

資産 4,520 千円 4,963千円  4,982 千円 

負債（町債） 1,130 千円 1,640千円 1,640 千円 

H23.3.31現在の住民基本台帳人口（6,094人）による。 

 

 

（２）安全比率 

 
● 【（純資産合計－インフラ資産）／（総資産合計－インフラ資産）】 

   インフラ資産価値をゼロとした場合の純資産比率 

   （経済的取引になじまない資産を除いた場合、▲は債務超過） 

    一般会計 単体ベース 連結ベース 

安全比率 0.356  0.166  0.174  

 
 

（３）社会資本形成の世代間負担比率 

 
● 純資産比率（企業会計でいう「自己資本比率」）【純資産合計／総資産合計】 

   これまでの世代がすでに負担した資産の割合をみる指標 

   この指標が高いほど将来世代への負担の先送りが少ないことになる 

● 負債比率【地方債残高／総資産合計】 

   将来負担しなければならない、今後の将来世代の負担の割合をみる指標 

 一般会計 単体ベース 連結ベース 

純資産比率 75.0 ％ 66.9 ％ 67.1 ％ 

負債（町債）比率 20.3 ％ 28.6 ％ 28.5 ％ 

 

 

（４）受益者負担率・町民１人あたり行政コスト 
 

● 受益者負担率【経常収益／経常行政コスト】 

   町の総費用のうち、サービスの受益者が直接負担するコストの割合 

 一般会計 単体ベース 連結ベース 

受益者負担率 4.6 ％ 16.6 ％ 17.8 ％ 

町民 1人あたり行政コスト 611 千円 927千円 933 千円 

町民 1人あたり純行政コスト 584 千円 772千円 767 千円 

町民 1人あたり人件費 168 千円 251千円 253 千円 
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<用語解説> 
1 貸借対照表(ＢＳ) 

 
(1)事業用資産   ‥‥‥    公共サービスに供されている資産でインフラ資産以外の資産 

(例:役場､学校､公営住宅､体育館) 

(2)インフラ資産  ‥‥‥    道路、河川、公園、墓地等社会基盤となる資産 

(3)債権     ‥‥‥  未収金や貸付金など将来的に資金となるもの 

(4)投資等    ‥‥‥  有価証券や出資金、出えん金、基金など 

(5)資金     ‥‥‥  歳計現金や普通預金など 

(6)未収金    ‥‥‥  税や使用料などの収入されていない額 

(7)公債     ‥‥‥  町が資産形成をするときなどに発行する町債（地方債） 

 

２ 行政コスト計算書（ＰＬ） 

 
(1)他会計への移転支出 ‥ 特別会計への繰出金などの財政支出 

(2)純経常費用   ‥‥‥ 総行政コストから経常業務収益を引いたもの 

 

３ 純資産変動計算書（ＮＷ） 

 
  (1)期首純資産残高 ‥‥‥ 前年度末の純資産の額 

  (2)評価・換算差額等の変動 ‥ 資産の再評価による損益、無償受入れによる資産の増減 

 

４ 資金収支計算書（ＣＦ） 

 
  (1)長期金融資産形成支出  ‥ 貸付金、有価証券、基金などにかかる支出 

  (2)元本償還支出  ‥‥‥ 町債（公債）や借入金の元本償還にかかる支出 

 

 


